
 

財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

 

 (１) 当事業年度から「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日 平成 21 年 10 月 16 日

改正 内閣府公益認定等委員会）に準じて作成している。なお、適用初年度におけ

る貸借対照表、正味財産増減計算書の前事業年度の数値については記載を省略して

いる。 

 

 (２) 固定資産の減価償却の方法 

    法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法によっている。ただし、平成 10

年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、法人税法に定める

定額法を採用している。なお、平成 19 年 4月 1日以降に取得した有形固定資産につ

いては改正後の法人税法に基づく減価償却の方法によっている。 

 

 (３) 引当金の計上基準 

  ① 賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上している。 

  ② 退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支

給額に基づき計上している。 

  ③ 施設修繕引当金・・・施設の修繕に備えるため、見込額に基づき計上している。 

 

 (４) 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

 (５) リース取引の処理方法 

    リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                  (単位  円) 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 定期預金 

 

10,000,000 

 

0 

 

0 

 

10,000,000 

小  計 10,000,000 0 0 10,000,000 

特定資産 

 建物及び附属設備等 

 退職給付引当資産 

 減価償却引当資産 

 

69,837,030 

190,000,000 

0 

 

0 

25,162,581 

5,500,000 

 

3,261,763 

0 

0 

 

66,575,267 

215,162,581 

5,500,000 

小  計 259,837,030 30,662,581 3,261,763 287,237,848 

合  計 269,837,030 30,662,581 3,261,763 297,237,848 

 

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                  (単位  円) 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対

応する額) 

基本財産 

 定期預金 

 

10,000,000 

 

(10,000,000) 

 

(0) 

 

― 

小  計 10,000,000 (10,000,000) (0) ― 

特定資産 

 建物及び附属設備等 

 退職給付引当資産 

 減価償却引当資産 

 

66,575,267 

215,162,581 

5,500,000 

 

(66,575,267) 

 (0) 

(0) 

 

(0) 

 (0) 

(5,500,000) 

 

― 

(215,162,581) 

― 

小  計 287,237,848 (66,575,267) (5,500,000) (215,162,581) 

合  計 297,237,848 (76,575,267) (5,500,000) (215,162,581) 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                  (単位  円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

特定資産 

 建物及び附属設備等 

その他の固定資産 

建物及び附属設備 

構築物 

車両運搬具 

什器備品 

ソフトウェア 

 

259,335,984 

 

 19,521,649 

3,275,000 

149,645,372 

27,151,800 

1,636,000 

 

192,760,717 

 

12,475,800 

2,889,218 

124,892,333 

25,434,026 

1,321,666 

 

66,575,267 

 

7,045,849 

385,782 

24,753,039 

1,717,774 

314,334 

合  計 460,565,805 359,773,760 100,792,045 

 

車両運搬具には、上記金額にリサイクル料金 297,800 円が含まれております。 

 

 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

                                  (単位  円) 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

助成金 

 建設助成金 

 

市川市 

 

69,837,030 

  

3,261,763 

 

66,575,267 

 

指定正味財産 

合  計 69,837,030  3,261,763 66,575,267  

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

                    (単位  円) 

内  容 金  額 

経常収益への振替額 

 減価償却費計上による振替額 

 

3,261,763 

合  計 3,261,763 

 

 

 



 

７．引当金の明細 

                                  (単位  円) 

科  目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

当期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 17,500,000 18,227,600 17,500,000  18,227,600 

退職給付引当金 199,000,000 16,856,144 693,563  215,162,581 

施設修繕引当金 5,000,000    5,000,000 

 

 

８．関連当事者との取引の内容 

  該当事項はありません。 

 

 

９．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

 

 

附属明細書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

  財務諸表に対する注記２、３に記載をしているので、内容の記載を省略している。 

 

 

２．引当金の明細 

  財務諸表に対する注記７に記載をしているので、内容の記載を省略している。 

 

 

 

  上記のとおり相違ありません。 

                               平成 25 年 5月 9 日 

                         公益財団法人 市川市清掃公社 

                         理 事 長  浮ケ谷 隆 一 


